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水道事業における経営改革と民間的経営手法の導入 
―変革期にある公共経営の一考察― 
 
石 井 晴 夫 
 
１．水道事業の現状と制度改正 
現在、わが国には、1,736カ所の水道事業（2005年３月末現在）があり、その中でも給水人口30
万人以上のいわゆる大規模水道事業（東京都及び政令指定都市を含む）が63カ所と、全体の3.62％
を占めている1。また、給水人口10万人以上の中規模水道事業と合わせると214カ所となり、全体の
12.32％を占めている。従って、水道事業数でみると給水人口10万人以下の比較的小規模の事業者
が多数を占めていることになる。各水道事業者は、通水の開始時期や経営方法、形態、あるいは地
域的条件が異なることから、経営環境も様々である。従って、各水道事業者の抱える課題や解決策
も個々の条件に合わせて対応しなければならない。特に、課題解決のためには少なくとも財政基盤
を安定させることがまず不可欠であり、次に経営規模の拡大や事業統合などが有力な解決策として
考えられる。しかし、どの事業者においても今まで以上に厳しい経営環境に直面することは確かで
ある。 
2002年４月には、水道事業者の経営手法の選択肢を充実させることにより、管理体制の強化を図
ることを意図した「改正水道法」が施行された。この法改正によって、管理業務の第三者への委託
が可能となり、事業統合の手続が簡素化されたことにより、各水道事業者は、地域の実情に応じて、
事業の統合や管理の広域化等の様々な手法を用いて管理体制の強化を図ることが可能となった2。 
また、2006年度より、従来許可制であった企業債が総務大臣もしくは都道府県知事の同意があれ
ば発行できる協議制に移行し、同年６月には水道料金のカード払いによるクレジット決済を可能と
させる改正地方自治法が成立し、2007年には施行されることになっている。このように水道事業を
巡る構造改革が進展しつつある中で、各事業者においては今まで以上に柔軟な対応策が求められる
時代になってきている。 
2005年３月末日現在、わが国の水道普及率は97.1％であり、「量的整備の時代」から「質的向上
の時代」を迎えている。そして、現代の水道が置かれている社会環境や内部事情を考えると様々な
意味で過渡期にあるともいえる。このことは、特に財政基盤の脆弱な水道事業にとっては、将来に
向けて深刻な課題を抱えつつあるといえよう。 
このような状況を受けて、各水道事業者が今後一層の経営基盤の強化・安定化を図り、適正な維
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持管理を行うための具体的な方法論を見出すために、より詳細な現状分析と課題の把握を行い、今
後の健全な事業運営のための経営分析や財政分析を行う必要があるのである。 
 
２．水道事業の意義と種類 
これからの水道事業経営のあり方を考える際には、改正水道法による第三者委託制度や PFI 法に
基づく資金調達から施設建設、維持管理までの包括的なアウトソーシングなど、新たな経営手法の
活用が促進されるものと考えられる。さらには、地方独立行政法人法の制定、地方自治法の一部改
正により新たに創設された「公の施設の指定管理者制度」など経営主体そのものに関わる制度が整
備されつつあり、同時に、民営化推進の論議も行われている。このように、今日の水道事業経営を
取り巻く環境は激変しており、水道事業においては新しい時代に対応した適切な判断や対応策が求
められている。 
こうしたことから、総務省自治財政局公営企業課では、今後の水道事業者の経営改革に向けて、
民間的経営手法の導入を促すべく、「水道事業における民間的経営手法の導入に関する調査研究委
員会」を2006年１月に設置した。同委員会の事務局は、(社)日本水道協会内に置かれ、関連する 
 
図１ 水道の種類と定義 
出所）(社)日本水道協会『水道統計16年度』p.23により作成。 
注１）１つの経営主体（市町村等）で複数の事業を行っている場合があるので、経営主体の数と事業箇所
数は一致しない。 
注２）上水道事業という用語は旧厚生省通達で使用されたもので、慣用的に使用されているが、水道法上
の用語ではない。 
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調査研究も総務省から同協会に委託された。筆者は、同委員会の取りまとめ役を仰せつかったこと
から、ここでは委員会の議論も踏まえて、水道事業における経営の現状と課題を多面的に考察する
こととする。 
水道事業の範囲に含まれるものには、水道法で定められる水道事業以外にも様々な形態がある。
水道法上の定義によると、水道事業とは給水人口が100人を超える一般の需要に応じて、水道によ
り水を供給する事業である（水道法第３条第２項）。給水の対象が100人以下の場合は、水道であっ
ても水道事業とはいえない。また、100人を超える人々に給水していても、給水対象が特定の団地
や社宅などに限られる場合には、一般の需要ではない特定の居住者等に供給することを意味する
「専用水道」と称し、水道事業の定義には含まないものとしている。 
また、水道事業の中でも、計画給水人口が5,000人以下の水道事業は簡易水道事業と定義される。
計画給水人口が5,000人を超える水道事業は、簡易水道事業と区別するため慣用的に「上水道事
業」と呼ばれる。ただし、上水道事業という用語は水道法上の用語ではない。なお、水道法上、水
道事業者に用水を供給する「水道用水供給事業」は水道事業には含まれず、別の概念規定になって
いる（図１参照）。 
 
３．市町村経営の原則と地方公営企業法の適用 
わが国の水道事業は、原則として市町村が経営し、市町村以外のものは市町村の同意を得た場合
に限り水道事業を経営できると水道法に規定されている（水道法第６条第２項）。最近、水道の民
営化が議論されているが、現行制度上は民間企業であっても、給水区域に含まれる市町村の同意が
あれば水道事業を経営できることになっている。しかし、日本において実際に経営されている水道
事業のほとんどは、市町村営であり、概ね９カ所程度3で民営の小規模水道事業が経営されるにと
どまっている。さらに、都県営の上水道事業が東京都・千葉県・神奈川県・長野県において経営さ
れている。水道用水供給事業については、府県営と企業団営で大部分を占めている（図２参照）。 
簡易水道事業を除く水道事業を地方公共団体が経営する場合には、当該水道事業について独立採
算制を要請する「地方公営企業法」が適用されるのである（地方公営企業法第２条）。つまり、水
道事業を行う場合には必ず地方公営企業法を適用し、公営企業会計を採用しなければならない。ま
た、同法で規定する水道事業には、水道用水供給事業を含めている。一方、水道事業の中でも簡易
水道事業については、任意に同法を適用できることになっており、適用は強制ではない。実態とし
ては、地方公営企業法を適用した（法適）簡易水道事業は2004年度末現在で30事業と極めて少なく、
ほとんどは非適用（1,197事業（2004年度末））となっている（図３参照）。 
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図２ 経営主体別給水人口と普及率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所）(社)日本水道協会『水道統計15年度』により作成。 
 
図３ 経営主体別事業数の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所）総務省『平成16年度地方公営企業決算概況』により作成。 
 
前述のとおり、水道事業の経営は市町村経営によって行なわれているが、他方、現在ではそのす
べての事業を直営で行うことは殆どなく、実際には工事請負や業務委託等の形で幅広く民間事業者
が水道業務を担っているのが実態である。近年は、包括的業務委託などさらに広範な業務の委託な
ども進められており、また、指定管理者制度に代表される公設民営的な考え方も拡大している。 
(社)日本水道協会が算出した「上水道事業の職員一人当たり給水人口」（現在給水人口を損益勘
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定所属職員数で除した値）をみてみると、1983年度には1,674人であったものが、20年後の2003年
度には2,438人に向上しており、職員一人当たり約46％程度の生産性が向上している（図４参照）。
これは、給水人口がこの間に約15％増加しているのに対して、損益勘定所属職員数は約21％減少し
ているためである。 
こうした生産性が向上した背景には、水道業務の民間委託が進んだことが一例として挙げられよ
う。この他にも、施設の遠隔制御等による機械化・省力化や各種電算システムの導入等による IT
化の推進などが経営効率化を進展させた要因として考えられる。 
 
図４ 職員一人当たり給水人口の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所）(社)日本水道協会『水道統計15年度』により作成。 
 
４．水道事業における経営面での課題 
現在、水道事業者は、多く分けてマーケット（市場）、財政、技術、マネジメントの４つの課題
に直面しているといえる。まずマーケット面での課題であるが、水道事業においては、今後さらな
る節水意識の高揚やペットボトルあるいはボトルウォーターなどの普及により、給水収益（収入）
が一段と減少することが予想される（図５参照）。 
さらに、大口の水道利用者である大企業、病院、ホテル、デパートなどにおいて、経費節減の観
点から「安さを売り物にした地下水ビジネス」が徐々に進展しつつある。これは、昨今の膜ろ過等
浄化技術の進展により、公共の水道水よりも安く地下水を提供する事業者が台頭したためである。
こうした事業者の営業活動により、大企業などが水道使用を止めて地下水を汲み上げて浄化装置を 
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図５ わが国におけるミネラルウォータ－の生産と輸入量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所）国土交通省土地・水資源局水資源部『日本の水資源』（平成18年版）p.221により作成。 
 
利用して地下水を利用するようになったのである。すでに大阪府や愛知県では、こうした地下水ビ
ジネスの影響を受けて、水道料金収入の減少という深刻な問題に直面している。 
その一方で、施設・設備に対する維持・管理・更新などの事業費が増加することは明らかである。
しかし、そのための維持・更新財源の積み立ては現状では十分とはいえない。国立社会保障・人口
問題研究所が2002年に公表した日本の将来推計人口によると、急速な少子・高齢化により、日本の
総人口は2000年度現在の１億2,693万人から2050年には１億60万人程度となり、２割以上減少する
と予測されている。こうした人口減少により、生活・経済・産業の諸活動の規模が相対的に縮小し、
水需要の減少や給水収益の減少などが懸念されている。 
人口減少については、都市部とそれ以外の地域とでは地域間格差が拡大する懸念もあり、市町村
単位で経営されている水道事業にあっては、地域による経営環境の格差が拡大する恐れがある。こ
うした状況に対応していくために、水道事業者は過大な水需要予測によって、水源や水道施設・設
備が過剰なものとなっていないかなど、中・長期的な視点に立って、マーケット動向を常にチェッ
クをしていくことが必要である。 
次は、財政面での課題である。水道が急速に普及した1960年代から70年代に整備された配水施設
などの水道資産が今後更新期を迎え、既設の水道資産を維持・管理していくための更新事業が増大
すると指摘されている。しかし、水道の事業経営の中で内部留保等の形で蓄積されるべき更新財源
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が未だ十分とはいえない。本来であれば、減価償却引当金として更新財源を積み立てるべきではあ
るが、公営企業会計では、単年度の資本的収支の不足分を当該年度の減価償却費で穴埋めできるこ
とが認められており、多くの水道事業者でそのような会計処理が行なわれている。公営企業会計で
は発生主義会計が採用されているが、実際にはそのシステムが十分活かされていないのが現実であ
る。今後の人口減少や水需要の減少などにより給水収益の減少が見込まれる中で、更新財源をどの
ように生み出すのかがこれからの水道事業経営にとって大きな課題になっている。 
一方、国庫補助金の縮減や廃止、国から地方への税源移譲、地方交付税の見直しなどを行う「三
位一体改革｣4は、地方分権の一層の推進や真に地方の自立と責任を確立するための取組みであると
いわれている。しかし、この事は地方公共団体の責任を一層重いものにさせることを意味しており、
水道事業においても、経営上の独立性を向上させるなどの対応策が迫られている。 
2006年度からは、地方債の許可制度が協議制へと移行することになり、地方公共団体は、総務大
臣等の許可がなくてもあらかじめ議会へ報告すれば、起債できるようになる。市場公募債の拡大な
ど地方債資金の市場化が進められ、公営企業金融公庫については政府の政策金融改革の一環で、
「公営企業金融公庫を廃止し、資本市場等を活用した仕組みに移行する」とされている。今後、資
金調達における地方公共団体の自由度は増す反面、自らの責任は増大することになる。 
次に、技術面での課題としては、いわゆる2007年問題として職員の大量定年退職により、水道技
術の発展や継承が危惧されている｡2004年６月に厚生労働省によって公表された『水道ビジョン』5
によると、現在、全国の水道事業者には６万人近くの職員が勤務しているが、45歳以上の職員が水
道職員の半分以上を占め、若年者の割合が年々低下している。今後、水道における技術の継承や技
術水準の向上のために、広域化の推進や民間企業とのパートナーシップの構築などが必要である。
その際、コア業務として直営で引き継ぐべき技術の内容を精査・検討する必要があり、職員の技術
力を向上させるための人材育成や教育・訓練も今まで以上に重要となろう6。 
一方、マネジメント面での課題としては、郵政民営化に象徴されるように「官から民へ」、「民間
でできることは民間で」という官民の役割分担の見直しが活発化している。特に、水道事業につい
ては、いわゆる『骨太の方針』（2001年)7において、「水道など地方公営企業への民間的経営手法の
導入を促進する」と述べている。 
こうした政府の方針を受けて、総務省は、地方公営企業に対して経営の総点検を行うとともに、
さらなる経営健全化を図るため、民間への事業譲渡の検討、民間的経営手法の導入、定員管理の適
正化、職員給与の適正化等を内容とした『集中改革プラン』の策定・公表を求めている。 
今後は、厳しい財政状況の中でも、顧客満足度（Customer Satisfaction：CS）の向上を目指し、
生活におけるライフラインとしての機能強化と、多様化する顧客ニーズに応えたサービス水準の一 
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図６ 民間的経営手法導入による課題への対応策 
 
 
 
 
 
 
 
 
層の向上が求められる。そこで、効率化とサービス向上の両立を図る経営システムが必要であり、
その実現のためには、民間企業の経営手法や経営ノウハウをそれぞれの事業者にふさわしい形で適
用することや、民間企業とのさらなるパートナーシップ（連携）が一層必要になるものと思われる。
なお、図６は、民間的経営手法導入による各種課題への対応策の概念図を示したものである。 
 
５．民間的経営手法導入の具体的考察 
(1)従来型業務委託 
2006年８月に総務省から「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」が各地方
公共団体に通知された。この中で、総人件費改革や公共サービス改革、地方公会計改革を３つの柱
として提示されている。特に、水道事業など地方公営企業の経営健全化のためには、民間的経営手
法の導入を促進しなければならないと指摘している。こうしたことから、ここでは水道事業におけ
る民間的経営手法の導入の具体的考察として、従来型業務委託、PFI、第三者委託及び指定管理者
制度を取り上げてみたい。 
まず業務委託には、一般的に「従来型業務委託」と「包括的業務委託」とに区分されよう。従来
型業務委託とは、水道事業者が行う事務・業務の内で、民間事業者が有するノウハウを活用した方
が、さらに合理的・能率的な業務運営ができると判断した場合であり、比較的単純な業務などを委
託するケースが多い。この場合の契約方式としては、仕様発注により単年度契約が基本である。こ
れに対して、包括的業務委託は、維持・管理や運営のノウハウを要する広範囲の業務委託が対象と
され、契約方式としては性能発注により複数年度契約を基本としている。 
従来型の業務委託契約において、特殊な技術・技能を必要としない場合、あるいは受託者が複数
存在するために、競争によって合理的な価格設定が可能な業務について、民間事業者等への業務委
託が実施されてきた。従来型の業務委託契約の法的根拠は、その委託の内容によっても異なるが、
財政の課題 技術の課題 マネジメント 
民間的経営手法導入 
マーケットの課題 
具体的対応策の検討 
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ある一定の仕事の完成に対して対価が支払われる内容の場合、民法上の請負契約（民法第632条）、
また、一定の事務の処理を主な内容とする場合は、委任（民法第643条）または準委任（民法第656
条）に該当し、また、契約の締結方法については、地方自治法234条で定められている。 
具体的には、水道事業における高度な専門的技術を要する業務、非定常的な業務、浄水処理など
中核的な業務（コア業務）ではなく、その定型的業務や周辺業務が主なものである。水道事業に係
る業務のうち、何をどの範囲で業務委託として外部に出すかは、水道事業の規模、水道システムの
状況、経営状況、技術力などを勘案しながら検討することになる。メーターの検針業務や料金収納
などは、水道事業者が直接行わなくても同様の成果が得られる。なた、計装設備の点検・保守など
の専門的知識を必要とするケースや、汚泥・排水処理などの水処理業務等に付随して発生する業務
についても業務委託に適していると思われる。 
さらに、未納料金徴収業務、窓口・受付業務、浄水施設における夜間・休日の運転管理業務など
多くの職員の時間と労力を必要とする業務に対しては、業務委託によるコスト削減効果が特に期待
される分野である。従来型業務委託は、水道事業者の管理下で業務の一部を委託するものであるた
め、業務委託全体にわたって水道事業者が指揮監督の権限を持つことになる。このため、水道事業
における中核業務、例えば水量の調整及び水質の維持に直接関係する施設などの運転操作を業務委
託する際には、水道事業者が当該業務を直接監督する必要がある。水道事業者として水道法上の責
任が遂行できているかどうか慎重に検討し、場合によっては、水道法上の第三者委託を検討する必
要もある8。 
 
(2)PFI 
「PFI」（Private Finance Initiative）は、公共施設を整備する際に民間の資金とノウハウを活用す
るため1992年に英国で誕生した制度である。日本でも同様の目的から1999年に「民間資金等の活用
による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（以下、「PFI 法」と略す）が施行された。PFI は、
公的サービスの効率化を図るため公共施設等の建設・維持管理・運営などに対して、民間資金や民
間の経営能力及び技術能力などを活用し、国や地方公共団体等が直接実施するよりも効率的かつ効
果的に公共サービスを提供することを目的としている9。 
PFI 法の第１条に「この法律は、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用した公共施設等の
整備等の促進を図るための措置を講ずること等により、効率的かつ効果的に社会資本を整備すると
ともに、国民に対する低廉かつ良好なサービスの提供を確保し、もって国民経済の健全な発展に寄
与することを目的とする。」と規定されており、同法第２条の中で、この法律において「公共施設
等」に「水道」が明記されている。そして、浄水場全体に PFI 事業を実施する場合は、水道法第24
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条の３の業務委託、いわゆる「第三者委託」による法的責任を伴う技術上の業務委託を併せて行わ
なければならないとされている。 
PFI 事業は、本来、公的サービスを提供のためにインフラ整備をする際、整備費用の資金調達を
公共が行わなくてもよいといった大きなメリットがある。しかし日本の水道事業においては、水道
関係補助金や資金調達の条件が有利とされる地方債制度があるため、民間による資金調達にこだわ
らず、PFI を官民連携としての「PPP」（Public Private Partnership）の一部として活用することも考
えられる。 
水道事業において PFI の手法を導入する場合には、前述の水道ビジョンで示された新たな広域化
として施設の整備や再構築を計画している事業者などに有効である。また、コスト・パフォーマン
スを向上するために新技術の導入を検討している事業者や、短期間に大量に浄水施設などの更新時
期を迎え、資金の調達に苦慮している事業者などに対しても有益な手法であろう。 
一方、より効果的な PFI 事業を行うためには、契約規模がある一定以上で、PFI 事業者（通常、
関係する企業グループで「SPC（特別目的会社）」を設立する）に規模の経済性が発揮でき、PFI 事
業者が利益を見込める事業でなくては事業自体が成立しないのはいうまでもない。従って、PFI 事
業者にとってのインセンティブの要素をいかに付与させるのかが重要であり、発注する事業も、浄
水施設全体、あるいは浄水施設内の発電施設、排水施設などの一定程度の規模があり、施設整備と
維持・管理・運営が一つの事業として完結している事業であることが前提となろう10。 
PFI の事業形態は、一般的に「独立採算型」、「サービス購入型」、「ジョイントベンチャー型」な
どに分類される。日本の水道事業において具体化されている案件は、水道事業全体ではなく業務の
一部に PFI 事業を導入していることから、サービスを提供する対価として、水道事業者から投資を
回収する「サービス購入型」が一般的となっている。 
また、水道事業者におけるこれまでの導入事例では、浄水処理施設全体といった水道事業の中核
的業務に PFI を導入している事例は殆どなく、一部の発電施設や排水処理施設といった事業（施
設）に導入されている。PFI には様々な事業方式があるが、水道事業者が導入する場合の主な事業
方式の一例を示すと図７のように、３つの方式が考えられる11。 
現在、水道事業において BOO 方式を選択した事例は、発電施設などに PFI を導入した東京都水
道局のみに見られるが、これは、PFI 事業の契約期間終了時に、同事業によって建設された施設の
耐用年数が経過することと、施設そのものが陳腐化してしまうとの判断によるものと思われる。ま
た、その他の実施事例は、いずれも BOT 方式に依らず、BTO 方式を選択している。これは、PFI
事業によって建設された施設を水道事業者の資産とすることにより、水道関係補助金や地方債制度
を活用できるためと考えられる12。 
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図７ PFIによる事業方式の一例 
①BOO（Build Operate Own） 
 
  
 
※BOO とは、民間事業者が施設を整備・建設した後、管理・運営を行い、契約期間終了後に民間事業者が施
設を保有し続けるか、あるいは撤去する方式である。 
 
 
②BOT（Build Operate Transfer） 
 
 
 
※BOT とは、民間事業者が施設を整備・建設した後、管理・運営を行い、契約期間終了後に所有権を水道事
業者に譲渡する方式である。 
 
③BTO（Build Transfer Operate） 
 
 
 
※BTO とは、民間事業者が施設を整備・建設した後、施設の所有権を水道事業者に譲渡するが、管理・運営
は民間事業者が行う方式である。 
 
(3)第三者委託制度 
すでに述べたように、水道事業においては大半が中小規模の水道事業者であることから、総じて
経営基盤が脆弱であり、また、少数の職員で広範囲な分野を担当することが多い。このため、水質
等の新たな課題に対し適切に対処することが困難であると指摘されている。こうしたことから、浄
水場の運転管理など技術上の業務を、技術的に信頼できる第三者に水道法上の責任を含め委託でき
る制度（以下「第三者委託」という）が2002年に施行された。この第三者委託の活用により、水道
事業における技術力の強化・向上が期待されているのである。 
水道事業において第三者委託を導入する場合、次のような課題を抱える水道事業者にとって同制
度は有効な手段として活用できよう。まず第１は、水道に関する専門技術者の養成・確保が困難で
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ある場合。第２は、水道料金値上げを抑制するため、一層効率的な維持・管理が求められている場
合。第３は、水道ビジョンによる新たな広域化に伴い、共同化して施設の再構築を検討している場
合、などである。厚生労働省によると、水道事業における第三者委託の導入実績は、2005年６月現
在で37件であると報告されている。 
一方、委託対象施設の選定にあたっては、委託者・受託者の責任関係を勘案し、第三者委託の考
え方に基づき一体的に管理業務を行うことができる範囲とされていることから、浄水場を中心とし
た取水施設、ポンプ場、配水池等を含め一体として管理できる範囲を委託対象施設としている。 
第三者委託は新しい制度であるために、同制度を導入した複数の水道事業者においても単年度契
約で今後の取り組みを検討している状況にあると推測される。第三者委託のメリットとして考えら
れる受託者の創意工夫による事業パフォーマンスの向上については、単年度契約ではなかなかその
効果が現われにくいものと考えられ、複数年契約（３～５年契約）とすることによって、効果の向
上が考えられている13。 
水道法第24条３（業務の委託）において「水道事業者は、政令で定めるところにより、水道の管
理に関する技術上の業務の全部または一部を他の水道事業者若しくは水道用水供給事業者または当
該業務を適正かつ確実に実施することができる者として政令で定める要件に該当するものに委託で
きる」とされている。関係法令としては、同法施行令第７条～第９条（業務の委託）、同法施行規
則第17条の３（委託契約書の記載事項）、同法施行規則第17条の４（業務の委託の届出）、同法第31
条及び第34条１項（準用）などがある。 
 
(4)指定管理者制度 
これまでの「公の施設の管理」は、地方公共団体が直接行うか地方公共団体が２分の１以上出資
する法人（例えば、財団法人や第３セクターなどの外郭団体）に限定されていた。しかし、2003年
９月に施行された「改正地方自治法」によって14、個人を除くすべての民間会社（営利企業）、NPO
法人（特定非営利活動法人）、地域団体等の参入が可能となり、公の施設の運営・管理が広く民間
に開放されることになったのである15。 
指定管理者制度は、地方自治法上の「公の施設」を対象にしており、水道施設は「公の施設」に
該当する。従って、原則として水道事業にも指定管理者制度の導入が可能である。水道事業におい
て指定管理者制度を導入する場合、同制度は、管理運営コスト削減を指向している事業者や、2007
年問題などで技術職員の確保が難しい中で技術レベルを確保したい事業者などには有効であろう。
この場合、水道施設全体あるいは浄水施設全体などの維持・管理・運営が一つの事業として完結し
ている事業であることが前提となる。 
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指定管理者制度は、大別して「代行制」と「利用料金制」に区分される。水道事業において「代
行制」を導入する場合、水道料金は各地方公共団体において条例によって設定されることから、料
金収納先も地方公共団体となり、指定管理者は管理・運営のみを行うこととなる。 
他方、「利用料金制」を導入する場合には、条例（上限設定）の中で指定管理者が水道料金を設
定することができ、指定管理者が水道料金をそのまま収受することとなる。この場合、指定管理者
の努力により収入を増加させることも可能である。 
水道法という法律面から水道事業経営を考えた場合に、最終的に残る課題は「給水義務を負うの
は誰か」ということになる。この場合、施設の所有を必ずしも問わず、施設利用の権限を有し、水
道サービスを提供し、その対価として水道料金を収受していれば水道事業者になりうる要件を満た
すものと考えられる。 
地方自治法においては、指定管理者を指定する場合、条例で「管理の基準」や「業務の範囲」を
定めるとともに、利用料金を定めるにあたっても条例で定められた基本的枠組み（算定方法、金額
の範囲など）に従い、地方公共団体の承認を得る必要がある。公益上必要がある場合については、
指定管理者の主体性を認めず条例で具体的に定めることも可能であるなど指定管理者が自由に条例
等を定められるわけではない。 
また、設置者たる地方公共団体の長は、「指定管理者に対し、当該管理の業務または経理の状況
に関する報告のほか、実地調査や必要な指示ができる」こととされ16、指定管理者の経営状況が著
しく悪化している場合など、公の施設の適正な管理に重大な支障が生じる恐れがある場合には、指
定管理者の指定を取り消し、または期間を定めて管理の業務の全部または一部の停止を命ずること
ができるとされている17。なお、事故等の賠償責任については、設置者たる地方公共団体にあると
解されている18。 
 
６．海外における水道事業経営の動向 
以上のように、従来型業務委託、PFI、第三者委託及び指定管理者制度などを地方公共団体が経
営する水道事業に、どのような民間的経営手法を取り入れられるのかという視点で考察してきた。
この他、地方における行政改革を推進するために、経営形態の変更に伴う制度として「地方独立行
政法人法｣が2004年４月に施行されている19。同制度の導入の契機は、国において独立行政法人制度
が導入されたことによるものである。1998年６月の中央省庁等改革基本法で導入の方針が正式に決
定され、2001年４月から独立行政法人通則法が施行となった。現在、国立の病院、試験研究機関、
特殊法人などが順次法人化され、その数はすでに100を超えている。また、2004年度からはすべて
の国立大学が法人化され、89の国立大学法人が設立されたのである。 
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一方、今日、全世界の水市場（Water Market）の規模は年間約4,000億ドルといわれ、住民生活を
はじめ社会・産業･経済活動に必要不可欠の水市場に多くの民間企業が進出している。先進国では
国内の水道普及率はほぼ100％達成されたことから、欧州の大規模水道会社はビジネスチャンスを
求めて、発展途上国をはじめとする国外市場に進出を図っている。もちろん、先進国においても、
国内では水道施設の老朽化に伴う整備･更新などの需要の高まりや、そのための財源不足などの問
題がある。他方、発展途上国では不足する衛生的かつ安全な水道施設の普及・拡大、水道を供給す
る自治体の経営基盤の確立などが強く求められている20。 
国際的かつグロバールに事業を展開している大規模水道会社としては、スエズ社(仏)、ヴェオリ
ア・ウォーター(仏)、ソール(仏)、RWE(独)、セヴァーン･トレント(英)、ユナイテッド・ユー
ティリティ(英)、アングリアン(英)などがある。これらの会社は、浄水場等の設計・監理、配水・
給水ネットワーク、下水管渠、漏水防止、プラント建設、水質検査、料金徴収業務などの専門の業
務分野でさまざまな事業活動を展開している。この中には、ヴェオリア・ウォーターなどのように、
すでに日本に現地法人を設立し、日本企業とパートナーシップを組んで事業を開始しているところ
もある。給水人口1,000万人を超える水道事業は2004年現在で12社にも上っている。中でも上位数
社は上・下水道のほか、電力、ガス、廃棄物、ごみ処理、環境対策などの分野を手がけており、こ
れらの企業グループは一大複合公益事業として各国に進出している。 
 
①イギリス 
イギリスでは、サッチャー政権下での一連の公企業民営化の一環として、1989年にイングランド
及びウェールズにおける10地域において、上下水道会社にそれぞれ上下水道資産が分割され、民営
の水事業会社として完全民営化された21。また、この他にも、地方都市を対象とした水道専門会社
が13社ある。現在、民営水道会社の経営は全体的に順調といわれるが、ヨークシャー水道などに対
しては、住民の非営利団体による買収の動きも後を絶たないようである。水道の規制機関としては、
民営化の際に新たに創設された OFWAT(料金や顧客サービスなどに対する規制を行う機関)、水質
や環境に関する規制を行う環境省・水質監視官事務所などがある22。 
 
②フランス 
一方、フランスの上・下水道事業は、約34,000に分割されている自治体（コミューン）の業務に
なっている。小規模の自治体は直営で水供給が困難であるため、早くから民間企業に委託する形態
が発達していた。現在、全人口の約８割が委託水道会社から給水を受けている。そして、その内の
約7割がヴェオリア・ウォーター、スエズ社、ソールの３社による委託契約で寡占化されている。
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フランスのケースは、わが国においても「公設民営」のモデル・ケースにもなっている。自治体と
水道会社との契約方式は、管理契約やコンセッション契約などであり、全体の約８割がアフェル
マージュ契約や賃貸借契約などによっている。 
パリ市においては、給水と水源･配水事業が別会社に委託され、給水については市域を２区域に
分け、セーヌ川右岸をヴェオリア・ウォーターが担当し、左岸をスエズ社が担当している。市当局
は、1985年にそれぞれの会社と25年間のコンセッション契約を結び、両社で業績を競わせている。
水源管理や配水事業は１／３の民間出資を求めて設立したサジェップに運営を委託している。 
 
③フィリピン 
フィリピンにおける水道事業体は約1,500あり、その内の３分の１が公営企業である水道区
（Water Districts）、残りが地方自治体（Local Government Units）である。一般的に水道区は地方自
治体よりも事業運営や財政面ともにパフォーマンスが良く、コストも概ねカバーできているが、地
方自治体は補助金を得ないと運営できない状況にある。これらの課題への対応策として、他の資金
を活用し、財源を多様化することで事業の効率化を図るべく、新規の財政政策ガイドライン
（Executive Order 279）が導入された。このガイドラインの下で、民間からの資金調達が促進され
ることとなり、Philippine Water Revolving Fund（PWRF）の導入の準備が進められている23。 
フィリピンのマニラ都市圏は、1995年の水危機法に基づき、水道の民営化を決定し、給水業務の
運営について水道会社２社（マニラ水道会社：東地区担当とマニラッド水道会社：西地区担当）と
25年間のコンセッション契約を結び、水道の民営化を実行した。しかし、地域特性やアジア通貨危
機によるペソ暴落などの見通しが甘かったことなどにより、西地区を担当してマニラッド水道会社
の経営は難しい局面を迎えていた24。 
その後、マニラ都市圏において西地区を担当していたマニラッド水道会社が撤退する中で、東地
区を担当しているマニラ水道会社は顧客サービスに対するさまざまなオプションを導入し、徐々に
成果を上げている。特に、低所得層が多く居住する地域へのサービス向上を目指して、貧困層への
末端給水ネットワークを５つのシステムから、地域住民の要望にあった最もコスト・パフォーマン
スの良い形態に選択できるようにした25。マニラ水道会社は最近株式を上場し、資金調達方法も多
様化させている。同社の成功例は、世界の発展途上国における水道事業経営に有益な示唆を与える
ものと思われる。 
 
７．今後の課題と展望 
今まで述べてきたように、最近の規制緩和や市場競争原理の導入によって、公共サービスの提供
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形態も多様化・高度化しつつある。こうした傾向は世界における潮流であり、自然独占性や地域独
占の傾向が強い公益事業において特に顕著となっている。上・下水道事業など公共サービスの提供
において、今後、民間的経営手法（民間活力活用制度）の導入や経営形態の変更などの検討がさら
に加速されるものと思われる。 
一方、実施の際には、具体的な業務内容やサービス水準(outcome)、維持・管理・更新の実施状
況、受託業務のコスト構造、さらには受託者の経営状態などを定期的にモニタリングする必要があ
ることは言うまでもない。モニタリングの実施手順は、よく言われるように「Plan」（サービスの
内容と質）、「Do」（業務受託者による事業の実施）、「Check」（サービス水準の測定・評価）、
「Action」（モニタリングによる結果に対する対応策）の手順で進めていくことが肝要であろう。 
モニタリングを行う実施主体としては、当該サービスを受託した企業などが行う場合、行政が直
接行う場合、あるいは行政が専門家に委託して行う場合、さらには、第三者機関を設立して行う場
合などが考えられる。また、金融機関や利用者モニターなどによって行うことも選択肢として考え
られよう。 
同時に、公共サービスの提供について、官民で競争入札を実施して、価格とサービスの質の両面
で競争させる「市場化テスト」（官民競争入札）の制度も確立された。これは「公共サービス効率
化法（市場化テスト法）」が2006年７月に成立したのに伴うものであり、導入に向けての法的枠組
みが整備されたことから、今後、国や地方公共団体の対象業務（事業）において順次実施される予
定である。 
いずれにしても、国や地方公共団体における行政サービス、国及び地方の独立行政法人、地方公
営企業、地方公社、第三セクターなどに対しては、一層の効率性やサービス水準の向上を目指して、
今まで以上に民間活力活用制度の導入が必要とされている。その際、モラルハザードが生じないよ
う、ガバナンスやモニタリングを適宜・的確に行うことが特に要請されているのである。 
 
〈注〉 
１ 総務省自治財政局編『平成16年度地方公営企業年鑑』の「Ⅲ 平成16年度決算の概況」を参照。 
２ 詳しくは、石井晴夫（2005）「水道事業」（公益事業学会編『日本の公益事業』白桃書房）pp.59～79を参
照されたい。 
３ 民営の水道事業は、ディベロッパーが別荘地などを開発・分譲した際に、水道の未普及地域において自ら
水道事業の供給を開始したものである。 
４ 政府は、2006年１月の『構造改革と経済財政の中期展望（2005年度改定）』の中で、「国と地方に関する
「三位一体の改革」について、2006年度までの三位一体の改革に係る「政府・与党合意」及び累次の「基
本方針」を踏まえ、４兆円を上回る国庫補助負担金改革、３兆円規模の税源移譲及び地方交付税改革を確
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実に実施する。2006年度までの改革の成果を踏まえつつ、更に地方分権を推進し、国・地方を通じた行財
政改革を進める観点から、今後とも、真に地方の自立と責任を確立するための取組を行っていく。」と述
べている。 
５ 『水道ビジョン』の詳細については、下記の厚生労働省 URL を参照されたい。 
  http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/kenkou/suido/vision2/index.html 
６ 東京都水道局では、多摩水道を一元化するために、2006年度より都水道局として直営で行なう業務を「コ
ア業務」として位置づけ、直営ではないが業務の重要性からみて第三セクターで行なった方がより効率的
かつ効果的な業務を「準コア業務」と位置づけている。この両者を一体化することによって、現在、水道
事業者が直面して様々な経営課題に的確に対応できる新しいビジネスモデルの構築が可能としている。詳
しくは、水道産業新聞「これからの水道経営のあり方と広域化（対談）」2006年６月26日、p.6～7を参照さ
れたい。 
７ 経済財政諮問会議（『骨太の方針』：『経済財政運営と構造改革に関する基本方針』）を参照のこと。 
  http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizai/tousin/010626honbun.html 
８ (社)日本水道協会（2006）『水道事業における民間的経営手法の導入に関する調査研究委員会報告書』
pp.18～26参照。 
９ PFI／PPP 推進協議会（http://www.enaa.or.jp/PFI/about/index.html）では、水道事業を含めたさまざまな PFI
事業可能性の調査・研究を多角的に進めている。詳しくは、同協議会の URL を参照されたい。 
10 PFI／PPP 推進協議会（2006）『平成17年度水問題研究部会本部会報告書』参照。 
11 (社)日本水道協会（2006）p.30を一部修正。 
12 松山市公営企業局が採用した DBO（Design Build Operate）はこの方式に近いと考えられる。この方式を導
入する際、施設整備に充てる資金は松山市公営企業局が調達している。これは、国庫補助金や地方債制度
を活用するために有効な方式といえる。 
13 (社)日本水道協会（2006）pp.41～51参照。 
14 改正地方自治法は、2003年６月６日成立し、同年９月２日に施行された。 
15 指定管理者制度は、地方自治法第244条の２（公の施設の管理）において「普通地方公共団体は、公の施
設の設置目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、条例の定めるところにより、法人その
他の団体であって当該普通地方公共団体が指定するもの（以下本条及び244条の４において「指定管理
者」という。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。」とされている。これにより、地方公共
団体は水道事業の全部あるいは一部において指定管理者を選定し、管理・運営を行わせることができるよ
うになったのである。 
16 地方自治法第244条の2，10項。 
17 地方自治法第244条の2，11項。 
18 (社)日本水道協会（2006）pp.52～63参照。 
19 地方独立行政法人制度の導入事例としては、現在までのところ、公立大学や試験研究機関（都立産業技術
研究センター）、大阪府立病院機構などがある。 
20 2006年９月に、中国・北京市で「第５回世界水会議」（The 5th World Water Congress）が開催された。この
会議のセッションの１つとして、日本の国際協力銀行が「Local Financing Strategies」というセッションを
設けた。ここでは、発展途上国における上・下水道事業の整備手法やマネジメントに対するファイナンス
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面からの支援策などを多面的に議論することとされた。同セッションでは、世界銀行(World Bank)、米国
援助機関(USAID)、フィリピン、中国、インドなどの代表者が発表し、筆者は各発表に対するコメンテー
ター及びパネリストの役割を果たした。なお、同セッションの趣旨は以下のとおりである。「To have the 
proportion of people without sustainable access to safe water and basic sanitation by 2015, a proposition of 
Millennium Development Goal, it is essential that the existing funding sources be expanded and that efforts be made 
to attract new sources and develop innovative financial mechanism. While various efforts have been done by the 
central and local government and financial aid agencies, there is still a room for improving the financial structure and 
methods to make them more workable. In this workshop, we will listen to the newly-developed financing schemes of 
financial aid agencies including their workability and sustainability and recent efforts of local authorities on their 
financial arrangement for water and sanitation projects. And discuss the possible option to improve the schemes and 
structures of financing to meet investment demand.」 
21 スコットランド、北アイルランドにおいては、引き続き公営で水道供給が行なわれている。 
22 石井晴夫（2005）「水道事業」『日本の公益事業』pp.71～73を参照。 
23 2015年までに安全な水と安全な衛生状態にアクセスできない人口を半減させるという国連のミレニアム開
発目標を達成するため、フィリピン政府は、追加的に1,400～1,500万人に対し上下水道施設へのアクセス
を確保する必要があるとしている。このため、日米両政府は2002年、Clean Water for People Initiative という
協力の枠組み策定し、Philippine Water Revolving Fund（PWRF）の設立に同意したのである。 
24 マニラ水道会社の関係者は、民営化の教訓として次のようなことを挙げている。①事前の調査研究と事業
戦略の重要性（早期に明確な基本原則を設定し、政治家を含む関係者の理解を得る必要性）、②法的基礎
を確かなものにすること（民営化によって影響を受ける当事者との訴訟について早期で適切な対応の必要
性）、③十分な PR 活動（市民との対話と市場･投資家への説明）、④民営化へのインセンテイブの付与（な
ぜ、民営化するか、その結果どのような利益があるのかを説明する）、⑤移行業務や作業過程の公表、⑥
従業員の権利の保障、などである。 
25 末端給水のネットワーク形態には、Standard Connection、Clustered Connection、Clustered Private Meters、
Individual Private Meters、Street Block Meters の５つのモードを導入している。この内、最後にいくほどコ
ミュニティー関与の度合いが高くなっている。2005年にマニラ水道会社は、14.1万世帯（人口換算で約85
万人）の貧困層に水を供給できるようになっている。 
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